
                  

 
 
 東社協 福祉施設経営相談室だより№５７平成１９年４月１３日 
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E メール  k e i e i - s o u d a n @ t c s w . t v a c . o r . j p 

本 相談室だより№５７は障害関係施設あて発行されています。 

 

 

障害者自立支援法移行に伴う新勘定科目（続） 
障害者自立支援法施行に伴う勘定科目改正通知（雇児発第 022001 号）に関連する

本経営相談室だより№５５を発行したところですが、４月４日付にて２つの障害者

自立支援法関連の勘定科目の通知（事務連絡）があり、同通知の内容を下記にまと

めましたので、ご一読ください。なお、５月の決算理事会等直近の理事会において、

経理規程別表及び１９年度予算書の勘定科目の補正が必要となります（全２枚）。 

 

記  

 
１ 自立支援給付費関連勘定科目（資金収支予算内訳表、事業活動収支内訳表共通） 

 大 中区分 小区分 説明 

介護保険収入 

 介護保険収入 

自立支援費等収入 

 介護給付費収入 

訓練等給付費収入 

障害児施設給付費収入 

サービス利用計画作成費収入  

特定障害者特別給付費収入 

特定入所障害児食費等給付

費収入 

  

利用者負担金収入 給付費の利用者負担分 

特定費用等収入 

食事の提供に要する費

用、日用品費、利用者が

負担することととされ

ている費用 

経
常
活
動
に
よ
る
収
支 

収
入 

 

利用者負担金収入 

償還払い分収入 給付費相当分 

 

 

 

（ 発 行 者

注）この た

び小区分 の

取り扱い の

通知があ っ

たものは 下

記 の と お

り。  



                  

 

 

２ 地域生活支援事業等勘定科目（資金収支予算内訳表、事業活動収支内訳表共通）  
 

 大区分  中区分  科目の説明  

 補助事業等収入  ○○事業収入を援用  

補助事業収入  
地方公共団体等からの補助事業（地域生活支

援事業を含む）に係る収入をいう。  

受託事業収入  
地方公共団体等から委託された事業（地域生

活支援事業を含む）に係る収入をいう。  

利用者負担金収入  
補助事業等における、利用者本人（障害児に

おいては、その保護者）の負担による収入を

いう。  

経
常
活
動
に
よ
る
収
支 

収
入 

 

 
その他の補助金等収入  
 

その他、地方公共団体等から受け取った助成

金等をいう。なお、利用者負担軽減分、社会

福祉法人減免分、事業運営円滑化事業等によ

る収入分について、それぞれ小区分を設定す

る。（注）  
会計処理を行う上で、小区分等の勘定科目を新たに設けることは差し支えない。  
 
（注）（事務連絡より転載）  
３．勘定科目の詳細説明  
「（中区分）その他の補助金等収入」においては、社会福祉法人減免に対する補助など、

事業者の特定の支出を伴わない収入補填としての収入を処理することとする。具体的に

現在考えられるものとしては、   
・地方公共団体が独自で実施している利用者負担軽減、事業者減収補填   
・社会福祉法人減免に対する補助   
・特別対策としての基金事業のうちの、事業運営円滑化事業及び通所サービス利用促進

事業   
なお、特別対策としての基金事業のうち「事業者コスト対策」については、「（中区分）

補助事業収入」により処理されたい。  


